




























































第 3 章では、1983 年改正以後の連邦民訴規則 11 条における主張規律の内容を紹介して
いる。本章では、83 年改正以後の連邦民訴規則 11 条における事実上の主張についての規
律を、「主張の裏づけ義務」と呼ぶ。主張の裏づけ義務とは、当事者および訴訟代理人たる
弁護士は、主張書面の提出に先立ち、事実の存否について調査するとともに、調査の結果、
一切の証拠的裏づけを欠くと判明した事実上の主張をしてはならないという義務である。
本章においては、主張の裏づけ義務が導入された経緯、裏づけ義務の性質・意義・機能、
従来の裁判例において裏づけ義務違反がどのように判断されてきたかについて論じている。
また、アメリカでは、裏づけ義務は、訴訟が進行した段階になって、証拠資料との関係か
ら、主張が裏づけを欠くものであることが明らかになった場合に、当該主張を撤回するこ
とまで義務づけたものであるかどうかが議論されてきたところ、撤回義務の存否をめぐる
議論状況についても紹介している。虚偽陳述の規制が、内心の不誠実性に着目した主張規
律であるのに対し、主張の裏づけ義務は、公正な訴訟運営を目的とした客観的な主張規律
であり、わが国における今後の真実義務論の展開にとって、有益な示唆を提供するものと
言える。 
第 4 章では、わが国における主張の有理性および主張の具体化ないし理由づけと関連す
る理論として、アメリカ連邦民訴規則 12 条(b)(6)における「原告主張の不備に基づく請求
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棄却の法理」をめぐる議論を取り上げている。原告主張の不備に基づく請求棄却の法理と
は、原告が提出したプリーディング書面の記述内容だけから、請求が成り立たないことが
一見して明らかな場合に、ディスカヴァリ手続へ移行することなく請求棄却判決をするこ
とができるとした制度である。この制度の運用においては、従来は、プリーディングは被
告に対する請求の内容の告知機能を果たすものでさえあれば良いとのノーティス・プリー
ディングの理念に基づき、原告の主張が法的充足性を満たすものでありさえすれば、本条
に言うところの「主張の不備」には該当しないと考えられてきた。しかし、近年アメリカ
では、原告の主張は、「説得性（plausibility）」を有するものでなければならないとする 2
つの連邦最高裁判決が出されており、両判決が導入したプローザビリティ・プリーディン
グが、従来のノーティス・プリーディング基準と相容れないものかどうかが盛んに議論さ
れている。本章では、このような現在に至るまでのアメリカにおける議論経過について、
判例・学説の状況を整理して紹介している。 
第 5 章では、否認陳述の規制について論じている。否認陳述に争点形成機能が認められ
ることは、日本法の下でもアメリカ法の下でも共通しているところであるが、アメリカ法
に比べると、日本法には実効的な規律が存在しない。そこで、日本法下における否認陳述
の規制のあり方を再考すべく、アメリカの裁判例において現れた否認陳述の規制法理を、
「一括否認の補充性」、「不明瞭否認の禁止」、「事後否認の却下」と整理して紹介している。 
最後に、第 6 章では、以上のアメリカ法における議論を基礎として、日本法の解釈論を
論じている。具体的には、真実義務、主張の有理性、主張の具体化ないし理由づけ、否認
陳述の規制の各々について日本法における従来の議論を整理したあと、従来の議論におけ
る主張規律をより実効的なものとすべく、アメリカの議論がどのように役立つかを検討し
ている。とくに真実義務論との関係では、日本法の下でも、主張の裏づけ義務のような調
査義務を核とした義務を観念することが望ましいことを述べている。 
